
平成30年度第３回鴨川市立国保病院運営協議会 次第 

 

平成30年８月10日（金） 

午後３時から 

吉尾公民館 ２階講堂 

 

１  開 会 

 

 

２  議 事 

（１） 平成29年度鴨川市病院事業会計決算について 

 

（２） 平成30年度鴨川市病院事業会計補正予算（第２号） 

 

（３） 新病院建設等について 

 

（４） 鴨川市立国保病院の経営形態の見直しについて 

 

（５） その他 

 

 

３  その他 

 

 

４  閉 会 









































































 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鴨川市立国保病院の建て替え概要 

～まちのコミュニティケア・ホスピタル～ 

【新病院の目指すもの】 

①災害時に市民を支える 

東日本大震災の教訓を生かし、沿岸から約９km の内陸部に位置することから、災害発生時に全市民

の医療や長期避難を支える拠点とします。 

②公的医療と地域包括ケアの推進 

  医療・介護・予防・生活支援などを一体的に提供する地域包括ケアシステムの構築と共にデータヘル

ス改革を通じた健康レベルの維持向上など、公的医療の拠点とします。 

③地方創生推進の拠点 

  24 時間灯りがともる病院は、安心な暮らしを守る病院として、地方への人の流れを支え、仕事づく

り、安心してすむことができる地方創生推進の拠点施設を目指します。 

2020 年度 開院予定 

①計画病床数 70 床 (急性期病床、回復期病床、慢性期病床)  

②延床面積  5,000 ㎡ 

③階層    ３階 

④標榜診療科 12 科 (内科、小児科、整形外科、スポーツ整形外科、泌尿器科、循環器内科、 

神経内科、皮膚科、眼科、耳鼻咽喉科、歯科、リハビリテーション科) 

１階：外来診察室、検査室、手術室、リハビリテーション室、地域包括ケアセンター 

２階：病室、ナースステーション、浴室等 

３階：２階と同様  

駐車場 

⑤建設工事費 約 20 億円 

・既存施設取り壊し費用、外構工事費用、既存棟改修工事費用、医療機器等整備費用等は含まない。 

外観イメージ 

資料３ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鴨川市立国保病院 各階ゾーニング図 



　鴨川市立国保病院医師住宅建設スケジュール

内　容

実施設計業務 設計図作成

施工監理

本体工事

農 地 転 用 許可申請 45日間

設計（確認申請含） 90日間

施工監理 120日間

建設工事 120日間

11月項　　目 7月 8月 9月 10月 6月

病
院
本
体
工
事

病院建設工事

医
師
住
宅
建
設
工
事

建 築 設 計
施 工 監 理

建 設 工 事

12月 1月 2月 3月 4月 5月

入札準備

契約準備

入札・契約

駐車場等病院本体等

入札・契約 設計(確認申請含)

入札・契約

測量・境界確認 契約 農地転用許可

医師住宅建設工事

電子カルテ導入準備

病院本体工事







          資料４ 

 

 

鴨川市立国保病院の経営形態見直しについて 

 

 

１．目 的 

    鴨川市立国保病院の経営の自主性、機動性を確保し、抜本的な経営改善

を図るとともに、地方独立行政法人化を視野に入れた経営形態の見直し  

検討を図る。 

 

 

２．委託先  東日本税理士法人  東京都新宿区矢来町７５番地 

        

上記の法人は、総務省地方公営企業等経営アドバイザーを有する法人であっ

て、安房地域の公的医療機関の経営形態見直し実績のある法人。 

 

（実績例）安房医師会病院（現：安房地域医療センター） 

⇒平成 19 年度 社会福祉法人太陽会に委譲 

 

鋸南町国民健康保険鋸南病院 

⇒平成 20 年度 医療法人財団へ経営形態見直す 

 

 

３．業務委託金額 ７，７７６，０００円（うち消費税及び地方消費税 576,000 円） 

            （契約期間:平成 30 年７月 10 日～平成 31年３月 31日） 

 

 

４．委託業務の内容 

    ① 財務シミュレーションの作成 

    ② 経営安定化に向けた事務事業の見直し、効率化等の支援 

    ➂  業務の委託化等の検討支援（業務選定、削減効果算出）  

    ➃  地方独立行政法人移行のメリット分析    

    ⑤  その他各種業務に係る付随的業務  他  

 


